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関西国際空港の国際ハブ化の早期実現等を求める要望書 

 

平素は、当協議会の諸活動の推進に格段のご高配とご指導を賜り厚くお礼申し

上げます。 

これまで、地元泉州９市４町におきましては、「地域と共存共栄する空港づく

り」という関西国際空港建設の基本理念のもと、新飛行経路導入に至る環境問題

に積極的に協力するとともに、泉州地域の均衡ある発展に向け、臨空都市圏にふ

さわしいまちづくりに取り組んでまいりました。 

関西国際空港におきましては、大阪府をはじめ地元自治体や経済界と連携して、

北米直行便の新規就航や関西国際空港を拠点とする日本初のＬＣＣの就航、さら

には貨物ハブ機能の強化等の取り組みなどにより、明るい兆しが見えつつありま

す。しかしながら、近年の本邦航空会社の相次ぐ運休･減便により、とりわけ国

内線が大きく減少し、国際線と国内線との乗り継ぎ機能が著しく低下しており、

地元といたしましても、関西国際空港が国際ハブ空港としての機能を全く発揮で

きていない状況について、大変危惧しております。 

こうした中、国におかれましては、本年５月に関西国際空港を我が国の国際拠

点空港としての機能を強化し、我が国の産業、観光等の国際競争力の強化に寄与

することを目的とした「関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設

置及び管理に関する法律」が成立され、関西国際空港と大阪国際空港の経営統合

に向け、新会社の設立及びコンセッションの実現を図ろうとしております。 

地元泉州９市４町といたしましても、両空港の経営統合が関西国際空港の財務

構造の改善や国際ハブ空港としての再生・強化、さらに関西経済の活性化につな

がるものと期待し、積極的に意見交換等を行ってきており、今後も一層協力して

まいる所存です。 

東日本大震災や原発問題そして台風１２号により深刻な打撃を受け未曾有の

事態にある我が国が、「元気な日本」を復活し、地元泉州や関西が自立的に発展

するためには、完全２４時間運用が可能で、かつ海上空港として広大な施設展開

用地を持つ関西国際空港が西日本の国際ハブ空港としての機能を十分に発揮す

ることが不可欠であると考えます。 

国におかれましては、関西国際空港を首都圏空港と並ぶ国際ハブ空港として成

長させていく強い決意をもって、次の措置を講じられるよう要望します。 



 
 

１．政府補給金の継続について 
 

関西国際空港が我が国の国際ハブ空港として、仁川国際空港などアジ

アの熾烈な空港間競争に伍し得るよう、高額な着陸料の低減化並びに統

合事業会社及び土地保有会社の経営基盤の安定化が不可欠である。 

このため、統合事業会社及びコンセッション会社の自己努力並びに大

阪国際空港の収益に期待するだけでなく、上下分離時の約束事である政

府補給金（９０億円以上を３０年間）等により支援を継続されたい。 

 

 

２．大阪国際空港の廃港と航空ネットワークの充実に

ついて 

 

関西国際空港の内際乗継機能を強化するため、大阪国際空港の廃港を

検討するとともに、大阪国際空港発着の国内路線、とりわけ事実上の国

際路線となっている成田国際空港への路線を関西国際空港に移行された

い。また、羽田空港や成田国際空港の拡張に伴い、順次拡大する発着枠

については、関西国際空港の航空ネットワークに影響が生じないよう、

十分な配慮をされたい。 

 

 

３．関西国際空港へのアクセス強化について 

 

関西国際空港が、人、モノ、情報の交流拠点として優れた能力を発揮

するためにも、空港連絡橋の通行料金の恒久的低減化や、都心とのアク

セス時間の大幅な改善が可能となる「なにわ筋線」等の具体化などの措

置を講じられたい。 

また、空港機能の一層の充実及び防災機能強化の観点から、空港連絡

南ルートの実現に向け積極的な取り組みを図られたい。 



 
 

４．関西国際空港全体構想の早期実現に向けての２期

事業の完全供用について 

 

国におかれましては、関西国際空港建設時に地元に対し提示された３

点セット（空港の全体計画・空港の環境アセス・周辺地域整備の考え方）

を踏まえ、２期事業の完全供用に向けた事業進捗を図られたい。 

また、地元市町に対し約した事項については、責任をもって確実に講

じられたい。 

 

 

５．地元市町との連携体制の充実について 

 

これまで地元泉州９市４町は、関西国際空港の運営、地域の環境保全、

新飛行経路の導入などに関し、全面的に協力してきたところである。 

経営統合後においても、これまでの経緯を踏まえ、現在実施されてい

る各種協議会を承継するとともに、法律の趣旨に則り、地元市町の意見

を反映する場を設けられたい。 

また、新会社の経営拠点（本社）については、これまでどおり緊密に

連携が図られるよう、関西国際空港又は泉州地域に設置されたい｡ 
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